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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 21,777 ― 534 ― 701 ― 318 ―

20年3月期第3四半期 24,514 11.3 782 △21.9 853 △22.5 142 △79.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 31.47 31.46
20年3月期第3四半期 14.31 14.14

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 18,461 13,631 73.7 1,345.28
20年3月期 19,540 13,632 69.7 1,346.81

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  13,604百万円 20年3月期  13,620百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 14.00 ― 14.00 28.00
21年3月期 ― 14.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 14.00 28.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,570 △19.3 510 △55.9 749 △38.1 340 41.6 33.62

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
・上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、様々な要因により、
上記予想数値と大きく異なる可能性があります。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  10,138,800株 20年3月期  10,138,800株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  25,916株 20年3月期  25,716株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  10,112,944株 20年3月期第3四半期  9,980,825株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の金融不安に端を発した世界経済の減速を背景に、自動車

産業やデジタル家電などを中心とした生産の減少や、株式・為替相場の急激な変動などにより、企業収益は大幅に減

少し、さらには雇用情勢が急速に悪化するなど、景気は後退局面へ突入しました。 

当社グループ事業の市場環境は引き続き競争激化の状況にありますが、そうした中で、システム機器事業において

は、小売業における収益志向の高まりを好機と捉え商品監視システムの拡販を図るほか、企業の情報セキュリティニ

ーズを踏まえ入退室管理システムの積極展開を進めてまいりました。他方、デバイス事業においては、売上総利益率

の高い産業機器分野向け半導体や住宅設備機器市場向け機構部品など、付加価値提案を強化し、積極的な販売促進と

ともに収益性の向上を図ってまいりました。 

このような状況の中、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、カストマ・サービス事業が好調に推移したもの

の、デバイス事業、システム機器事業とも、それぞれ主力の電子商品類、セキュリティ商品類が振るわず、売上高

は、前年同期比27億36百万円(11.2％)減の217億77百万円となりました。 

損益につきましては、営業利益５億34百万円、経常利益７億１百万円、四半期純利益３億18百万円となりまし

た。  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（システム機器事業） 

セキュリティ商品類は、ドラッグストアへの商品監視システムの販売や工場施設への入退室管理システムの納入が

好調に推移したものの、メディア業界における更新需要の一巡やＧＭＳ(総合スーパーマーケット)の出店抑制の影響

などから、売上高は前年同期比3.4％減の44億６百万円となりました。 

情報ネットワーク商品類は、ネットワーク・セキュリティ商品の間接販売に注力したほか、既存顧客のリプレース

案件の獲得もあって、売上高は前年同期比22.3％増の３億66百万円となりました。 

メーリング商品類は、セキュリティ機能付き高速インクジェットプリンターの販売が堅調に推移したものの、メー

ルインサーティング・システムで大型案件が一巡したことなどから、売上高は前年同期比13.2％減の７億30百万円と

なりました。 

その他商品類においては、「ＲＦＩＤ図書館システム」が公立図書館に採用されたことを主因に、売上高は前年同

期比6.2倍の87百万円となりました。 

以上の結果、システム機器事業の売上高は前年同期比2.2％減の55億90百万円、営業利益は２億56百万円となりま

した。 

（デバイス事業） 

電子商品類は、ＨＤＤ(ハードディスク・ドライブ)向けセンサーやアミューズメント向け半導体などの販売が好調

に推移したものの、大手顧客へのモバイル液晶及び車載向け半導体の販売が大きく減少したことなどから、売上高は

前年同期比18.5％減の113億89百万円となりました。 

産機商品類は、住宅設備機器市場における白物家電向け機構部品の販売を開始したものの、ＡＴＭ(現金自動預け

払い機)市場の投資抑制及び欧米向けコピー機の輸出低迷の影響などから、売上高は前年同期比8.6％減の31億13百万

円となりました。 

以上の結果、デバイス事業の売上高は前年同期比16.6％減の145億３百万円、営業利益は５億89百万円となりまし

た。 

（カストマ・サービス事業） 

システム機器事業の入退室管理システムの納入や情報ネットワーク・セキュリティ商品の納入が増加したことなど

から、売上高は前年同期比18.9％増の16億83百万円、営業利益は１億88百万円となりました。 

  

なお、文中の対前年同期比増減率は参考として記載しております。 

  



当第３四半期末における総資産は、184億61百万円となり前連結会計年度末と比べ、10億79百万円減少しました。

これは、たな卸資産が５億１百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が９億52百万円、現金及び預金が３億20百

万円、投資有価証券が２億37百万円減少したことなどによるものです。他方、負債は48億30百万円となり前連結会計

年度末と比べ、10億77百万円減少しました。この主な要因は支払手形及び買掛金が７億79百万円、未払法人税等が２

億10百万円減少したことによるものです。純資産は、136億31百万円となり、自己資本比率は73.7％となりました。

（キャッシュ・フローの状況） 

当第３四半期における現金及び現金同等物は、29億54百万円と前連結会計年度末と比べ３億20百万円（9.8％）の

減少となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、19百万円のプラスとなりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純

利益が５億76百万円、売上債権の減少により９億63百万円、一方、主な減少要因は、たな卸資産の増加により５億64

百万円、仕入債務の減少により６億84百万円、法人税等の支払いが４億90百万円です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、10百万円のマイナスとなりました。これは、国債の償還が１億円あった一

方で、投資有価証券の取得76百万円、有形固定資産の取得が21百万円、無形固定資産の取得が14百万円あったことに

よるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動よるキャッシュ・フローは、２億85百万円のマイナスとなりました。主なものとしては配当金の支払２億

83百万円です。 

  

平成21年１月23日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。  

  

該当事項はありません。  

   

①たな卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、第２四半期連結会計期

間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。  

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積もり、簿価切下げを行う方法によっております。 

②法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。    

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財

務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、当社は移動平均法による原価法、連結子会社は

主として総平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、当社は移動平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、連結子会社は主として

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定し

ております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。  



③リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却

方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前のリース取引で、これらの会計基準等に基づき所有

権移転外ファイナンス・リース取引と判定されたものについては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。  

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

④「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,954 3,275

受取手形及び売掛金 7,642 8,595

有価証券 130 100

商品及び製品 4,901 4,399

その他 391 532

貸倒引当金 △7 △7

流動資産合計 16,011 16,894

固定資産   

有形固定資産 659 689

無形固定資産 55 54

投資その他の資産   

投資有価証券 788 1,025

その他 950 928

貸倒引当金 △4 △51

投資その他の資産合計 1,735 1,902

固定資産合計 2,450 2,646

資産合計 18,461 19,540



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,065 3,844

未払法人税等 35 246

賞与引当金 156 358

役員賞与引当金 15 18

その他 575 487

流動負債合計 3,848 4,956

固定負債   

退職給付引当金 712 673

役員退職慰労引当金 10 25

その他 258 252

固定負債合計 982 951

負債合計 4,830 5,907

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,193 1,193

資本剰余金 1,155 1,155

利益剰余金 11,334 11,299

自己株式 △18 △17

株主資本合計 13,665 13,630

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △38 △7

為替換算調整勘定 △22 △2

評価・換算差額等合計 △60 △9

新株予約権 26 12

純資産合計 13,631 13,632

負債純資産合計 18,461 19,540



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 21,777

売上原価 17,519

売上総利益 4,258

販売費及び一般管理費 3,723

営業利益 534

営業外収益  

受取利息 5

受取配当金 15

為替差益 144

その他 11

営業外収益合計 178

営業外費用  

支払利息 1

創立費償却 3

その他 6

営業外費用合計 11

経常利益 701

特別利益  

貸倒引当金戻入額 3

移転補償金 2

特別利益合計 5

特別損失  

固定資産除却損 2

投資有価証券評価損 128

特別損失合計 130

税金等調整前四半期純利益 576

法人税、住民税及び事業税 203

法人税等調整額 54

法人税等合計 258

四半期純利益 318



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 576

減価償却費 71

商品廃棄損 39

投資有価証券評価損益（△は益） 128

受取利息及び受取配当金 △21

支払利息 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △202

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24

売上債権の増減額（△は増加） 963

たな卸資産の増減額（△は増加） △564

仕入債務の増減額（△は減少） △684

その他 197

小計 481

利息及び配当金の受取額 23

利息の支払額 △1

法人税等の支払額 △490

その他の収入 6

営業活動によるキャッシュ・フロー 19

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △21

有価証券の償還による収入 100

投資有価証券の取得による支出 △76

無形固定資産の取得による支出 △14

その他 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △10

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △283

その他 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △285

現金及び現金同等物に係る換算差額 △44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △320

現金及び現金同等物の期首残高 3,275

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,954



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム機器事業……………商品監視システム、映像監視システム、入退室管理システム、ＷＡＮ関連

機器、ネットワークセキュリティ関連、メールインサーティング・シス

テム、インクジェットイメージング・システム及び封入封緘運用総合管

理システム、ＲＦＩＤ図書館システム、ソフトウェア 

(2) デバイス事業…………………リニアＩＣ、ロジックＩＣ、メモリーＩＣ、パワーＩＣ等の汎用ＩＣ、通

信用ＩＣ、インターフェイス用ＩＣ、ＡＳＩＣ、光通信用コンポーネン

ト、スライドレール、ガススプリング、昇降システム等の安全・省力化

機構部品 

(3) カストマ・サービス事業……システム機器事業商品類に関する据付及び保守、システム設計、システム

運用受託等サービス 

  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記 

（５）セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

  
システム機器

事業 
（百万円） 

デバイス事業
（百万円） 

カストマ・サ
ービス事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 5,590  14,503  1,683  21,777  －  21,777

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  5,590  14,503  1,683  21,777  －  21,777

営業利益  256  589  188  1,034  △499  534

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

  



「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

前第３四半期連結累計期間（平成19年４月１日～12月31日） 

  

科目 

前年同四半期
（平成20年３月期 
第３四半期） 

金額（百万円）

Ⅰ 売上高  24,514

Ⅱ 売上原価  20,139

売上総利益  4,375

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,593

営業利益  782

       

Ⅳ 営業外収益  113

受取利息及び受取配当金  20

その他営業外収益   93

       

Ⅴ 営業外費用  42

支払利息   1

その他営業外費用   41

経常利益   853

       

Ⅵ 特別利益  －

       

Ⅶ 特別損失   28

税金等調整前四半期純利益   825

法人税等   682

四半期純利益   142



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

前第３四半期連結累計期間（平成19年４月１日～12月31日） 

  

  
前年同四半期

（平成20年３月期 
第３四半期） 

区分 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．税金等調整前四半期純利益   825

２．減価償却費   57

３．商品廃棄損   22

４．商品評価損   17

５．受取利息及び受取配当金  △20

６．支払利息   1

７．賞与引当金の増減額（減少：△）  △120

８．退職給付引当金の増減額（減少：△） △171

９．売上債権の増減額（増加：△）   1,294

10．たな卸資産の増減額（増加：△）  △734

11．仕入債務の増減額（減少：△）  △135

12．新株予約権の増加額  7

13．その他   89

小計  1,133

14．利息及び配当金の受取額   21

15．利息の支払額  △1

16．法人税等の支払額  △635

営業活動によるキャッシュ・フロー  518

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１．有形固定資産の取得による支出  △12

２．有価証券の売却・償還による収入   100

３．投資有価証券の取得による支出  △205

４．無形固定資産の取得による支出  △2

５．その他   13

投資活動によるキャッシュ・フロー △107

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１．短期借入金純増減額  30

２．配当金の支払額  △279

３．株式の発行による収入   96

４．自己株式取得による支出  △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △154

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △12

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   244

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,537

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   2,781



（３）セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（平成19年４月１日～12月31日） 

  

  
システム機器

事業 
（百万円） 

デバイス事業
（百万円） 

カストマ・サ
ービス事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 5,717  17,381  1,416  24,514  －  24,514

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  5,717  17,381  1,416  24,514  －  24,514

営業費用  5,446  16,559  1,226  23,232  499  23,732

営業利益  270  821  189  1,281  △499  782



（１）受注及び販売の状況 

①受注実績  

（単位：百万円）

 （注）商品販売時に付随する技術サービスに関して、受注高はシステム機器事業で計上しておりますが、売上

時にカストマ・サービス事業に振り替えております。 

  

②販売実績  

（単位：百万円）

  

６．その他の情報 

区 分 

  

 前四半期 

 （平成20年３月期 

第３四半期） 

 当四半期 

 （平成21年３月期 

第３四半期） 

 （参考）前期 

 平成20年３月期 

 受注高  受注残高  受注高 受注残高  受注高 受注残高 

 システム機器事業  6,616  1,193  6,233  926  8,877    998

 デバイス事業  17,406  3,017  13,811  1,604  22,319  2,296

 カストマ・サービス事業     955     331  981  368  1,314     355

 計  24,978  4,541  21,027  2,899  32,510  3,649

  

区 分 

  

 前四半期 

 （平成20年３月期 

第３四半期） 

 当四半期 

 （平成21年３月期 

第３四半期） 

 （参考）前期 

 平成20年３月期 

  セキュリティ商品類  4,562  4,406    6,234

  情報ネットワーク商品類  299  366    408

  メーリング商品類  841  730    1,280

  その他商品類  14  87    35

  システム機器事業計  5,717  5,590    7,958

  電子商品類  13,973  11,389    18,540

  産機商品類  3,407  3,113    4,474

  デバイス事業計  17,381  14,503    23,014

  カストマ・サービス事業  1,416  1,683    1,965

   計  24,514    21,777    32,938
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